　　　　　　　　北海道立心身障害者総合相談所一般巡回相談等実施要領
第１　目的
　　　この要領は、北海道立心身障害者総合相談所巡回相談等実施要綱（以下「要綱」という。）に基づき、身体障がい者及び知的障がい者（以下「心身障がい者」という。）並びに難病患者の相談・判定業務を一般巡回相談あるいは訪問相談により実施するための指針とするものである。
第２　実施形態
　１　一般巡回相談
    要綱３の（１）の一般巡回相談は、次のとおり行うものとする。
（１）年間実施計画
　　　　　北海道立心身障害者総合相談所（以下「本所」という。）は、北海道立心身障害者総合相談所各支所（以下「支所」という。）と協議の上、翌年度の年間実施計画を策定するものとする。
　　　ア　本所が行う業務
　　　（ア）　当該年度の１２月下旬に、実施計画案を策定し、支所との調整を行うこと。
　　　（イ）　当該年度の２月上旬に、実施計画を決定し、支所に通知すること。
      （ウ）　当該年度の２月上旬に、医療機関への協力依頼を行うこと。
イ　支所が行う業務
　　（ア）　当該年度の１月中旬に、会場及び協力医療機関等の調整を行い、本所に報告すること。
　　（イ）　当該年度の２月中旬に、本所通知に基づき、市町村へ実施計画の周知を行うこと。
（２）　実施方法
ア　実施の通知
通知等は次に定める時期を目処とするものとする。
（ア）　実施日の約６週間前に、本所は実施日時、派遣職員及び協力医療機関への依頼を支所　　　に通知すること。
　　　（イ）　実施日の約４週間前に、支所は市町村から提出された判定依頼書及び判定依頼調査書　　　　　　　を本所に進達すること。
　　　（ウ）　実施日の約４週間前に、本所は協力医療機関宛に医師の派遣を依頼すること。
　　　（エ）　実施日の約３週間前に、支所は対象者名簿（様式１，２）及び大凡の日程表（時間割）
を本所に提出すること。
　　　イ　相談・判定の内容
　　　（ア）　身体障がい者
　補装具費支給の要否判定、処方及び適合判定に関する相談・判定を行うこと。
　　　（イ）　知的障がい者
　　　　　　　療育手帳の交付の可否、障がい程度の確認に関する相談・判定を行うこと。
　　　（ウ）　その他
心身障がい者の更生援護に必要な相談を行うこと。
　　　ウ　相談・判定の対象人数
　　　（ア）　相談・判定を実施する1日の対象人数は、次のとおりとする。
　　　　　a　 知的障がい者の相談・判定は、概ね１２人。
　　　　  ｂ　身体障がい者の相談・判定は、概ね６人。
　　　（イ）　相談、判定に要する時間は、次のとおりとする。
ａ　心理学的判定を必要とする知的障がい相談の相談・判定は、概ね２時間。
ｂ　補装具の処方判定は、概ね１時間。
ｃ　補装具の適合判定は、概ね３０分。
以上のａｂｃの時間については、あくまでも目安の時間として考慮すること。
エ　従事職員及び役割分担
当日の相談・判定業務に従事する職員（協力医を含む。）及び役割は、次のとおりとする。
　　　（ア）　本所職員
　　　　　ａ　医師（リハ科）は、医学的判定（診察）を行うこと。
　　　　　ｂ　医師（精神科）は、医学的判定（診察）を行うこと。
ｃ　相談員は、面接及び社会調査を行うこと。
　　　　　ｄ　判定員は、知能検査、性格検査等の心理学的判定を行うこと。
　　　　　ｅ　理学療法士は、身体機能評価、職能的判定、補装具の具体的製作指示及び適合判定を行うこと。
　　　　　ｆ　作業療法士は、身体機能評価、職能的判定、補装具の具体的製作指示及び適合判定を
　　　　　　行うこと。
　　　　　ｇ　視能訓練士は、身体機能評価、補装具の具体的製作指示及び適合判定を行うこと。
　　　　　ｈ　言語聴覚士は、身体機能評価、補装具の具体的製作指示及び適合判定を行うこと。
　　　　　ｉ　看護師は、医学的判定（診察）の介助、健康に関する相談、助言、緊急時の対応を行　　　　　　　うこと。
　　　　　ｊ　その他関係職員は、必要に応じ適宜対応すること。
　　　（イ）　支所職員は、会場設営、受付及び来談者案内を行うこと。
　　　（ウ）　その他の職員

　　　　　ａ　市町村職員は、会場設営、来談者案内を行うこと。
　　　　　ｂ　補装具製作業者は、補装具費支給の要否判定及び適合判定に立ち会うこと。
　　　オ　相談の流れ
          当日の相談・判定の流れは、次の（ア）のa～e及び（イ）のa～fのとおりとする。
ただし、相談・判定歴などにより、一部を省略することができるものとする。
　　　（ア）　身体障がい者に関する相談・判定（補装具に関すること）
　　　　  ａ  受付
          ｂ　面接
ｃ　医学的判定（診察）
          ｄ　補装具の具体的製作指示及び適合判定
　　　　　ｅ  後面接
      （イ）　知的障がい者に関する相談・判定（療育手帳に関すること）
          ａ  受付
          ｂ　面接
          ｃ　心理学的判定
          ｄ　職能的判定
          ｅ  医学的判定（診察）
          ｆ　後面接
　　　カ　会場
車いすの利用者に対し、配慮された会場を確保するものとする。
　　　（ア）　部屋数
　　　　　　　従事する職員数に応じた個室を確保すること。
　　　　　　　なお、従事する職員数に応じた個室の確保が困難な場合は、最低３室の個室（心理学　　　　　　　的判定室２、医学的判定（診察）室１）と大会議室等（間仕切り）を確保すること。
      （イ）  机、椅子等の配置
机、椅子等の配置は、別添の配置図を参照すること。
　　　キ　その他
　　　　　一般巡回相談の行程中、障がいの状態や生活状況を勘案して、巡回相談会場以外の施設、　　　　　居宅等においても対象者を選定して相談・判定を行うことができるものとする。
　２　訪問相談
要綱３の（２）の訪問相談は、次のとおり行うものとする。
（1） 実施方法
障害者支援施設入所（通所）、矯正施設入所、在宅等の心身障がい者を対象に、市町村から
の判定依頼書に基づき、関係機関等と訪問日時を調整し、本所職員を派遣して相談・判定を行うこと。
　（２）　相談・判定の内容
ア　身体障がい者
　　　（ア）　補装具費支給の要否判定、処方及び適合判定に関する相談・判定を行うこと。
（イ）　身体障害者補助犬の貸与を希望する者の相談、調査を行うこと。
イ　知的障がい者
療育手帳交付の可否、知的障がい程度の確認に関する相談・判定を行うこと。
      ウ　その他
　　　　　判定に直接結びつかない障がいに関する専門的相談を行うこと。
　附則　この要領は、昭和63年４月１日から施行する。
　　　　この要領は、平成元年６月27日から施行する。
　　　　この要領は、平成９年４月１日から施行する。
　　　　この要領は、平成11年４月１日から施行する。
　　　　この要領は、平成15年４月１日から施行する。
　　　　この要領は、平成18年４月１日から施行する。
　　　　この要領は、平成20年４月1日から施行する。
　　　　この要領は、平成22年４月１日から施行する。
　　　　この要領は、平成26年４月１日から施行する。
　      この要領は、平成30年４月１日から施行する。
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